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序論 

第１章 策定の背景･趣旨 

    本市はこれまで、昭和41年に「瀬戸市総合計画」を、昭和49年に「瀬戸市新総合計画」を、

昭和59 年に「第 3次瀬戸市総合計画」を、さらに平成 6年に「第 4次瀬戸市総合計画」を策

定し、以来これに基づいた行政運営を計画的に推進してきました。 

    しかしながら、現行の第4次瀬戸市総合計画 基本計画の目標年次である平成17年を迎えて

新たなる計画の策定が必要となることに加え、この 10 年近くの間に少子高齢化の進行や高度

情報化・国際化の進展、地球規模での環境問題の顕在化、経済の低成長化等、社会状況が大き

く変化する中、厳しさを増す本市の財政状況を踏まえた的確な対応が求められています。 

    こうした背景を踏まえ、21世紀を展望した本市の目指す姿＝将来像 とそれを実現するため

に市民や行政が何をすべきかを明らかにするため、新たな総合計画の策定を行うものです。 

 

第２章 総合計画の位置づけ 

    総合計画については、地方自治法第2条第4項で「市町村は、その事務を処理するに当たっ

ては、議会の議決を経てその地域における総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構

想を定め、これに即して行うようにしなければならない。」と規定されており、行政運営を計

画的に進めるための指針とされています。 

    本市においては、「平成17年度末までに、瀬戸市の行政組織が、目標を共有し、役割分担と

創意工夫によって行動できるようになること」を経営改革のビジョンとして掲げ、これを目指

した取組を進めてきていることから、今般の総合計画の策定過程全般を通じて、市民と行政の

間で目標を共有し、役割分担・創意工夫による行動ができるようになることを実現することと

し、策定後については、計画に従った取組を進めていくものとします。 

    なお、第5次瀬戸市総合計画においては、「どのような地域社会をつくるか」「どのような生

活を送るか」といった望ましい姿をベースとして、「目指すべき社会の姿」を市民と行政が共

有し、その実現のための道筋を明らかにすることとしました。 

    また、目標に掲げた水準を達成できたかどうかを常に評価し、目標達成のために必要な行動

をしていく仕組みを計画の中に盛り込むこととしました。 
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第３章 計画の構成 

    第 5次瀬戸市総合計画は、基本構想と基本計画、詳細基本計画で構成します。 

 

  第１節  基本構想 

    基本構想は、平成 18 年度から平成 27 年度までの 10 年間を構想期間として、瀬戸市として

望ましい地域社会づくりの指針を示すものとし、以下の項目とします。 

    (1) 社会動向と瀬戸市の将来像 

    (2) 市民と行政が力を入れて取り組む項目 

    (3) 市民と行政の役割分担 

    (4) 市民が果たす役割 

    (5) 行政が果たす役割（基本方針・資源配分方針） 

    (6) まちの姿 

    (7) 計画のフレーム（人口・財政・土地利用） 

    (8) 分野別の目指す社会の姿 

 

  第２節  基本計画・詳細基本計画 

    基本計画と詳細基本計画は、それぞれ平成 18 年度から平成 27 年度までの 10 年間を計画期

間として、基本構想を実現するために具体的な事業計画を明らかにするものとします。なお、

詳細基本計画については、計画期間を前期（平成18年度～平成20年度）・中期（平成21年度

～平成23年度）・後期（平成24年度～平成27年度）に分け、それぞれの計画期間ごとに策定

します。 

    (1) 基本計画 … 目指す姿、成果目標、市民・行政が果たす役割、施策の柱 

    (2) 詳細基本計画 … 施策体系、事業、事業費 

 

 

 

 

 

 

 

基本構

想

基 本 計 画 

（H18～H27）

前期 

(H18～H20)

詳 細 基 本 計 画

中期 

(H21～H23)

後期 

(H24～H27) 



 3

基本構想 

第１章 社会動向と瀬戸市の将来像 

  少子高齢化の進行や国際化・情報化の進展、地球規模での環境問題の顕在化、経済の低成長化
等、社会の様々な局面において、大きな変化が起きています。このような社会状況の変化に的確

に対応していくことがこれからの地域社会づくりの前提として求められます。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  このうち、地域社会づくりを考える上でとくに重要となる人口、経済、社会基盤の３

つの要素を中心として、地域社会づくりについての変化を整理すると、次のようになり

ます。 

 
  第１節 これまでの地域社会づくり 

    戦後から 1970年代半ばにかけては、戦後復興と欧米の所得水準への到達を目標として、国
は主として道路、鉄道、港湾などの社会基盤整備を積極的に推進し、その結果、経済は高度に

成長し、人口も増加しました。 
    その後も経済成長の持続により所得水準は向上し、税収の伸びは、さらに教育・福祉分野に
おける公共サービス水準の質的・量的な全国一律化を目指した施設などの社会基盤を充実させ

ていきました。 
    こうした状況における地域社会づくりは次第に国主導型となり、地方自治体は国への依存体
質を強め、住民は行政への依存体質を強めることになりました。このことは、行政コスト及び

債務の肥大化を招く結果ともなりました。 
 
  第２節 本市を取り巻く状況 

    今後の地域社会づくりを考えていくには、現実を踏まえつつ、同時に、今後の 10年間にふ
さわしいものとして方向付けていく必要があります。このため、本市を取り巻く状況について

の認識を次のように整理します。 
 
 
 

 

主な社会状況の変化 

○ 人口減少時代への突入 

○ 少子高齢化の進行 

○ 経済の低成長化 

○ 産業構造の変化 

○ 高度情報化・国際化の進展 

○ 地球的環境問題の顕在化 

○ 地方分権の進展 

○ 社会保障費の増大 

○ 社会基盤整備から維持管理への移行 

○ 規範意識の低下 

○ 治安の悪化 

○ 核家族化の進行 

○ ライフスタイルの変化 

○ 女性の社会進出 
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    １  人口の状況 

        日本の総人口は平成 18年に 1億 2,774万人でピークに達した後、以後長期の人口減少
過程に入り、平成 25年にはほぼ現在の人口規模に戻り、平成 62年にはおよそ 1億 60万
人と人口減少や少子高齢化が進行することが予想されています。本市においても同様に人

口減少や少子高齢化が進行していくことが考えられます。 

人口の推移と推計

100,000

105,000

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 H32 H37 H42

年度

瀬戸市：人

100,000

105,000

110,000

115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

国：千人

瀬戸市

国  
  ＊  グラフ中の数値はいずれも国勢調査結果によるもの。ただし、平成 17年度以降について
は、瀬戸市の数値は企画課による推計で、国の数値は平成 14年 1月の国立社会保障・人口
問題研究所による日本の将来推計人口（中位推計）を出所とした。 

 
    ２  経済の状況 

        昨今の経済状況からは、大幅な経済成長は望めない状況にあります。 
 

［市内総生産・経済成長率］ 

       経済活動の規模を示す市内総生産をみると、平成 7 年度の 4,314 億円をピークに減少傾

向となっています。また、その対前年度増加率（経済成長率）についても、平成 8 年度か

ら 4 年連続のマイナス成長となっています。平成 12 年度と平成 14 年度については、プラ

ス成長ではあるものの、ピーク時の成長率には及んでいない状況となっています。 

 

    ＊  市内総生産…市内における企業などの生産活動によって生産された財貨・サー

ビスの総額（産出額）から原材料費など（中間投入額）を差し引いた付加価値額。 
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市内総生産・経済成長率の推移
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（出所：「平成14年度  あいちの市町村民所得」から企画課作成） 

 

    ３  市の財政状況 

        少子高齢化が進行し、また、経済成長が望めない状況にあっては、市税収入は減少する
こととなるとともに、福祉の分野に要する費用が増加していくことが予測されるため、市

の財政状況はますます厳しくなるものと考えられます。 
 

［税収の減少］ 

       一般会計の歳入は、平成6年度には約291億円だったものが平成15年度には約366億円

と、この10年間で1.25 倍になっています。自主財源比率は、平成6年度の73.9％から平

成15年度には63.1％に減少し、低下傾向となっています。とくに、自主財源の根幹となる

市税は、平成6年度には約174億円だったのが、平成9年度の約192億円をピークとして、

平成15年度には約172億円となり、10年前の水準にまで低下してきています。なお、本市

においては、市税に占める法人市民税の割合が低いため、経済状況の影響をそれほど大き

く受けることはありません。 

 

    ＊  自主財源…市の収入のうち、市税、使用料、手数料など市が自主的に徴収できる財源。 
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歳入・自主財源・市税の推移
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（出所：「各年度決算状況」から企画課作成） 

 

［扶助費の増大］ 

       近年では、高齢化の進展や新たな福祉需要への対応などにより、生活保護や各種手当、

医療費などの扶助費や国民健康保険、介護保険などに要する費用の増大が顕著になってい

ます。 

       歳出のうち扶助費は、平成6年度には約27億円でしたが、平成15年度には37億円とな

りこの10年間で37％増加しています。平成12年度からは、扶助費の中に含まれていた介

護保険費が介護保険事業特別会計に移行したため、いったん減少していますが、歳出総額

の伸びが当該10年間で約22％の増加であることと比較すると、扶助費の増加が著しいこと

が分かります。 

歳出額・扶助費の推移
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（出所：「各年度決算状況」から企画課作成） 
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    ４  地方分権の進展 

        平成 12 年の「地方分権一括法」施行を契機として、国から地方自治体への権限委譲が

進められてきています。現在、こうした分権型システム構築のために、国庫補助負担金・

地方交付税の改革、税源移譲を含む税源配分の見直しを同時に行う、いわゆる「三位一体

の改革」が進められており、地方自治体にあっては、政策的にも財政的にも自立した経営

を行っていくことが強く求められています。 

 

    ５  社会基盤整備の状況 

        これまで、経済成長を支えるために、また、生活の質の向上のために道路や下水道、各

種施設をはじめとした社会基盤整備を計画的に推進してきましたが、これからは、そうし

た社会基盤を適正に利活用するとともに、整備途上のものや新たな需要に対し、適切に対

応していくことが重要となります。 
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  第３節 これからの地域社会づくりの方向性 

    このような本市を取り巻く状況を踏まえた上で、今後の地域社会づくりの方向性を次のよう
に整理します。 

    社会状況が変化していくことに伴い、それらの状況変化に的確に対応していくことができる
ようにするためには、市民・行政が一丸となって取り組んでいかなければなりません。この時

に、最も大切なことは、これからの地域社会のあり方は地域が決め、地域が担うことだと考え

ます。 
    そのような地域社会づくりにあっては、行政、市民、NPO、企業など地域を構成するあら
ゆる主体それぞれが、力を発揮することが重要となります。市民にも、地域社会の一員として

貢献したいという意識や、自らの努力で解決できることは解決しようとする意識が強くなって

きており、市民意向調査の結果からもそのことがうかがえます。 
 
    １  市民が考える「市民の役割」 

        平成 15年度に実施した「第5次瀬戸市総合計画策定に係る市民意向調査」では、「家族

同士で助け合う」「地域の清掃や廃品回収などの活動に参加する」など、自らができるこ

とは自ら行うべきであると考えている市民が全体の9割程度に達しています。 

        また、同調査では、「NPO 活動やボランティア活動に参加・協力する」ことについて、

行うべきであると考えている市民が約7割を占めており、地域社会の一員として貢献した

いとする市民が多いことがわかりました。 

        さらに、市民が考える「瀬戸市がこうなっているとよいと思われる状態」に関して、「将

来にわたって、市民の負担（税金や保険料等）が過度に増えることなく公共サービスが受

けられる」ことの対策必要度が全 26 項目中の第 2 位となっています。また、具体的な公

共的サービス提供のあり方として、「税や公的保険料の市民負担はできるだけ軽減し、市

役所が提供するサービスは必要最低限とし、それを超える部分については、市民の助け合

いや別にお金を払ってNPO・企業などの提供するサービスを身近に利用できるようにする」

べきであると回答した市民が全体の39.0%と高くなっています。 

        このようなことから、市民は、市民負担の増加を伴うことなく、公共的サービスが持続

的に提供されるべきであり、そのためには公共的サービスの担い手を市民同士の助け合い

やNPO・企業などに広げるべきと考えていることが分かりました。 

 

    ２  市民が考える「行政の役割」 

        「第 5次瀬戸市総合計画策定に係る市民意向調査」では、市民は行政の役割として、自

助や共助で対応しきれない課題を担うこと、市民意向を反映させた運営を行うこと、明確

な目標の下により効率的でより良いサービスを提供することの3点に、今後力を入れてい

く必要があると感じていることが明らかになりました。 

＜対策必要度が高かった項目＞ 

・ 「行政情報や地域情報が市民に分かりやすく提供されており、市民の意向が行政に反

映されている」 
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・ 「行政は、市民に理解しやすい明確な目標を立て、より高い効率で、より良いサービ

スを提供している」 

・ 「自立した生活や地域・家庭内で助け合う生活を基本に、そこでは対応しきれない課

題について行政が役割を果たす社会である」 

 

        こうした結果と市民が考える「市民の役割」を踏まえると、公共的サービス提供に関し

て、NPO・企業を含む様々な主体が公共的サービスを主体的に担っていくことができるよ

うにするための新しい仕組みを構築していくことが、これからの行政に求められる役割だ

と考えられます。 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第４節 瀬戸市の将来像＝瀬戸市が目指す平成27年度の社会の姿 

    以上のようなことから、第5次瀬戸市総合計画で目指す社会の姿を、次のとおりとします。 

 

 

 

 

■ 高度経済成長 

■ 人口増加 

■ 社会基盤の計画的整備 

【こ れ ま で】 

■ 経済低成長化 

■ 人口減少・少子高齢化 

■ 社会基盤の利活用 

【こ れ か 

行政主導（公助）による地域社会づく

り 
市民と行政との役割分担（自助・

共助中心）による地域社会づくり

 

自立し、助け合って、市民が力を発揮している社会 
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第２章 市民と行政が力を入れて取り組む項目 

    「自立し、助け合って、市民が力を発揮している社会」は、市民の生活者としての自立や地
域社会づくりの主体としての自立、また、常日頃からの市民同士の助け合いが前提となります。

このため以下の二つの項目については、とくに重点的に取り組むことが重要となります。 
①【自助の強化】働く場（雇用）があり、経済的に自立して、より豊かに暮ら

せるための戦略。 

②【共助の強化】もしものとき、自立するのに少し助けが必要なとき、安全・

安心に備えるときに、共に助け合うことができるようにするための戦略。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 市民と行政の役割分担 

    第 5次瀬戸市総合計画で瀬戸市は「自立し、助け合って、市民が力を発揮している社会」の

構築を目指しますが、これを実現するために最も重要なことは、市民と行政が共通の「自立し、

助け合って、市民が力を発揮している社会」をイメージし、それに到達するために必要なお互

いの役割を新しい時代に即して整理した上で、それぞれがその役割を果たすことだと考えます。 

 

第４章 市民が果たす役割 

    今後、市民一人ひとりが本当の意味での豊かな生活を送り続けていくためには、将来にわた
り、どのような環境変化にも柔軟に対応できるような社会の仕組みを地域全体で構築すること

が必要です。 
    新しい時代に向けては、これまでの考え方や仕組みの延長ではやっていけません。 

    これまで、行政はシビルミニマムを確保するための公共サービスを提供することが主な役割

でしたが、それが一定程度充足されつつある段階においては、これまでと違った役割が求めら

れてきます。 

イメージ 概要 

瀬戸市役所

自助 

共助 

公助 

・市民が自立し、自分の目標
に向けた努力をする 

・市民が社会に貢献し、
お互いに助けあう 

・公益のため、税
金を使って、市
役所が社会を良
くする活動をす
る 
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    一方、市民も、地域のあり方は地域が決め、地域が担うとの視点からは、地域の本当

の意味での主役となって、まず、自立し、その上で、お互いに助け合い、社会に貢献すること

が必要となり、そうした役割を果たすことが期待されます。 

 

    そこで、市民の役割を以下のように整理します。 

 

【市民の役割】 

○自立し、自分の目標に向けた努力をする。 

○同時に社会に貢献し、お互いに助け合う。 

 
    瀬戸市が目指す社会の姿は、｢自立し、助け合って、市民が力を発揮している社会｣です。こ

れは、先にまとめたように、本市を取り巻く状況と市民意向調査結果から望ましい姿として導

かれたものであり、多くの市民の声が反映されています。次は、この社会の実現のために、市

民一人ひとりが率先し、主役となって行動することが重要になります。 

 

第５章 行政が果たす役割 

    「自立し、助け合って、市民が力を発揮している社会」における主役は市民です。行政が担
う役割は、主役にその能力を存分に発揮してもらうとともに、行政が担うべき分野において十

分にその責任を果たすことであると考えます。 
 

    そこで、瀬戸市行政の役割を以下のように整理します。 
 

【行政の役割】 

○市民の力を引き出す。～自助・共助中心の社会の仕組みに転換する～ 

○行政が担うべき分野において、効率的･効果的にその責任を果たす。 

 

    行政としては、平成 27年度までの間、行政が持っている限られた経営資源（人・もの・金）
を、「市民の力を引き出すこと、すなわち、自助・共助中心の社会の仕組みへの転換」のため

に優先的に使うことにより、「市民が安心して、自信と誇りを持って自己実現できる瀬戸市」

にしていこうと考えます。 
 
    その理由は、どのような環境変化にも柔軟に対応できるような「自助・共助中心の社会の仕
組み」は、この先、行政が使える経営資源がさらに減少し、また、行政の役割が小さくなった

としても、瀬戸市の財産として、市民の自立・安全・安心・自己実現を支え続けるものと信じ

ているからです。 
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  第１節 行政の基本方針 

    行政の役割を果たすためには、一定の基準を設けそれに従い効果的・効率的に取り組んでい
くことが必要です。そこで、以下のような基本方針を立てました。 

 

① 市民の力を引き出し、自助・共助中心の社会の仕組みに転換する。行政

はその転換を計画的に推進することを使命とし、優先する。 

② 市民・NPO・企業が実施主体となることがふさわしいものについては、

積極的に委ねる。小さくて効率的な市役所を目指す。 

③ 事後対策より事前の予防に力を入れる。 

④ 施設は建設するより利活用することに力を入れる。 

 

  第２節 行政の持つ資源の配分方針 

    上記の基本方針に基づき、行政としての役割を確実に果たしていくための経営資源（人・も
の・金）の配分については、次の方針で行います。 

 
① 重点戦略である自助・共助の強化支援に、優先的に経営資源の配分を行

う。 

② 行政しか担えない分野、行政が責任を持って供給すべきサービス分野、

今まで行政中心で担ってきた分野については、基本的に行政の経営資源

の配分を縮小する中で、効率化・創意工夫・「市民・NPO･企業との役割

分担」を行うことで、より大きな成果を追求する。 

③ 社会状況の変化により必要度が薄れた分野については、計画的に経営資

源を撤退する。 

 
 
 
 
 
 

効率化･改善による
公助のスリム化 

市民の力を引き出す 

自助 共助 公助 

自助 共助 公助 

効率的･効果的に 
その責任を果たす 

自助･共助の拡大 
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・ 働く場が増えたり、柔軟な仕事の仕方ができるなど働きやすくなったり、市民の経済的自

立や、より豊かな生活が可能になります。 

・ 住んでいる地域で、助け合いにより安全で安心な生活が送ることができたり、ニーズにあ

った多様で柔軟な共助のサービスを受けたりすることができるようになります。 

・ 行政のサービスメニューが見直されて真に効果のあるものに絞られたり、サービス提供主

体が変わったりすることで、行政の仕事が効率化され、税負担の増加なく、より多くの多

様なサービスが社会に提供されるようになります。 

・ 上記3点が整うことにより、市民が、安心し自信と誇りを持って自己実現できる地域環境

となります。 

・ 自立し、助け合って、力を発揮している市民が増えることで、更に自立と助け合いの機会

が増えるという好循環を生み出し、結果として市民がますます力を発揮し、市民の幸福感

が増し、社会が良くなります。 

・ 自分の住む地区のことは自分たちで決めて実行するという真の自治が可能になります。 

 

 

 

【市民と行政がその役割を果たすと・・・】

自助 
・市民が自立
し、自分の目
標に向けた
努力をする 

共助
・市民が社会
に貢献し、
お互いに
助けあう

瀬戸市役所 公助 ・公益のため、
税金を使っ
て、市役所
が社会を良
くする活動
をする 

自立し、助け合って、市民が力を発揮している社会 

行政が担うべき
分野において、
効率的･効果的
にその責任を果
たす。 

市民の力を引き出す 
～自助・共助中心の社会
の仕組みに転換する～ 
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第６章 まちの姿 

    以上のような考え方で、市民と行政が一丸となって「自立し、助け合って、市民が力を発揮

している社会」が構築されたときの瀬戸市のまちの姿は以下のとおりです。 

 

      性別、年齢、障害の有無等にかかわらず、高齢者、障害者、女性などを含む多くの市民が

安心して働くことができ、経済的に自立していると同時に、生きがいをもって、明るく健や

かに暮らすことができる地域社会となっています。また、家族や地域による子育て機能、高

齢者などの見守り機能が強化され、誰もが安心して子どもを産み育てられ、誰もが安心して

生活していくことができる地域社会が形成されています。 

      また市民は、地域の安全は自らが守るという高い意識を持ち、お互いに協力して地域の防

災・防犯・救急対応能力を強化しています。これにより、火災・地震などの災害や、犯罪・

事故などの危険に対して、いつでも生命・財産の安全を感じることができる地域社会となっ

ています。 

      自立した「個」が共に支え合い、安全・安心のための備えを行うことにより、市民が生涯

にわたって、安全に対する不安を感じることなく、住み慣れた地域や家庭で、やすらぎをも

って心豊かに安心して暮らすことができる「安全・安心のまち」となっています。 

 

 

 

 

 

 

      人材、自然、歴史、文化、産業など、人を引き付ける魅力的な地域資源にあふれている瀬

戸市－この瀬戸市を舞台に、様々な人々が集い、出会い、ふれ合っています。そこでは、交

流拠点としての都市機能（交通基盤や情報基盤）が整い、経済、産業、技術、文化などさま

ざまな分野のモノや情報が行き交い、多彩な交流が生まれています。このような交流を通じ

て、市民や企業による経済活動や文化活動が活発に展開されており、そのような賑わいがま

ちの活力となっています。 

      また市民は、地域社会を創る主役として、各々テーマをもって活躍しており、その輪を広

げながら、お互いに交流を深めています。知恵を出し合い、技術や能力を提供し合い、支え

あい、助け合いながら、いきいきと豊かに暮らしています。 

      このような多彩で活発な交流が、まちに賑わいと躍動感をもたらす「交流のまち」となっ

ています。 

 
 
 

 

市民が安全に、安心して暮らしているまち＜安全・安心＞ 

人々が集い、賑わい、躍動するまち＜交流＞ 
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      市民は、「自立し、助け合う社会」の一員として、「たくましく生きる力と人を思いやる豊

かな心を兼ね備えた市民」でありたいと考えています。また、地域社会を創る主役としての

自覚と誇りをもち、「自ら考え、主体的に行動し、地域社会のために力を発揮できる市民」

でありたいと考えています。そのために、生涯を通じて学ぶ意欲を持ち続け、人として、市

民として、社会人としての力を育み、蓄える努力を続けています。 

      瀬戸市は、こうした「学び」を、いつでも、どこでも、誰でも実践することができるまち

となっています。家庭においてはもとより、地域、学校などでさまざまな「学び」の機会が

あり、すべての市民が積極的に学び続けています。また、市民一人ひとりのもつ知識、技能、

経験、知恵を出し合い、世代を超えて学び合い、市民が互いに高め合う風土が醸成されてい

ます。 

      こうした「学び」を通じて蓄えた力を、市民が惜しみなく発揮し、創造的な活動を行い、

地域社会に貢献し、互いに刺激を与え合っている、「学びのまち」となっています。 

 

 

 

 

 

 

市民が生涯を通じて力を育み、活かすまち＜学び＞ 
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第７章 計画のフレーム 

    第 5次瀬戸市総合計画を実行していく上で必要となる各種フレームについて、以下のように

設定します。 

 

  第１節  人口フレーム 

    １  人口フレームの考え方 

        人口に関しては、これまでの総合計画においては区画整理事業や面整備事業による定住

人口増加策を掲げ、過去の推移をベースとした推計人口にこうした施策展開により生じる

政策人口を加えたものとして人口フレームを設定し、これを目標値としてきました。 

        しかしながら、日本の総人口が平成 18 年をピークに減少すると予測されていること、

歳入の減少が予測され、従来の基盤整備手法による人口増加策は望めないことなどを踏ま

えると、こうした従来の手法によるフレーム設定は不適切であると考えられます。 

        そこで、第5次総合計画における人口フレームでは、こうした基盤整備手法等による人

口の伸びは考慮せず、これまでの推移を重視しながら、極端に増減することがない人口規

模として設定しています。 

 

    ２  推計 

        基礎的数値を求めるため、以下のとおり平成42年までの将来人口推計を行いました。 

        推計手法については数学的な方法をはじめ様々な方法がありますが、年齢積み上げ法で

あるコーホート法を採用しました。 

        コーホートとは、同年（または同期間）に出生した集団のことをいい、コーホート法と

は、その集団ごとの時間変化を軸に人口の変化をとらえる方法です。 

        また、コーホート法には、2時点における変化率を用いる「変化率法」と変化分を死亡

数、人口移動、出生数に分離して行う「要因法」がありますが、地域における将来人口に

ついては、概ね人口移動の変化により決定されることが多いといわれていること、直近の

人口移動の傾向を反映するため、「変化率法」により推計しました。 

        なお、推計の際の条件は以下のとおりとしました。 

          ・  推計の基礎となる 0～4 歳の推計人口を求めるための婦人子ども比は、最低値で

ある平成15年の値を使用しました。 

          ・  5歳以上の推計人口を求めるための変化率は、平成12年以降の平成16年までの

人口移動率としました。 

        推計結果については、以下のとおりとなりました。 

 

年度 平成12年 平成 17年 平成 27年 平成 42年 

総人口 131,650人 132,200人 129,900人 118,200人 

 

 



 17

    ３  人口フレーム 

        この推計結果を踏まえ、人口フレームを以下のとおりとします。 

 

年度 平成12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

総人口 131,650人 132,200人 132,300人 131,300人 

年少人口 

（0～14歳） 
18,924人 18,500人 18,000人 17,200人 

生産年齢人口 

（15～64歳） 
92,233人 89,700人 85,900人 81,600人 

老年人口 

（65歳～） 
20,493人 24,000人 28,400人 32,500人 

 

人口推計とフレーム

129,000

130,000

131,000

132,000

133,000

H12 H17 H22 H27

年度

人

推計

フレーム
 

人口フレーム（年齢３区分別）

14.4% 14.0% 13.6% 13.1%

70.0% 67.9% 64.9% 62.1%

15.6% 18.2% 21.5% 24.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

１２年度 １７年度 ２２年度 ２７年度

年少 生産年齢 老年
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  第２節  財政フレーム 

    １  財政フレームの考え方 

        第 5次瀬戸市総合計画の計画期間中に、目標達成に向けた施策展開を図るためには、そ

れを担保する確かな財政基盤が必要です。このため、平成 27 年度までの歳入と歳出の見

通しを推計し、財政フレームを設定しています。 

 

 

 

    ２  推計の考え方 

      （１）歳入 

            歳入については、大きく自主財源と依存財源に分けて推計を行っています。 

            自主財源のうち市税については、人口推計や過去の決算状況などを参考に推計しま

した。 

            また、その他の自主財源、依存財源については、過去の決算状況や国・県の補助金

などの推移を考慮して推計しました 

            なお、税制改正や交付税制度の見直しなど、様々な制度改正が予想されますが、不

確定要素が大きいため､現行制度を前提として推計しました。 

      （２）歳出 

            歳出については、効率的な財政運営を行うことによる効果を見込んで推計しました。 

            歳出には、人件費や公債費などのように義務的、経常的に必要なものと、施設建設

などのように政策的に投資するものがあります。 

            人件費については、今後 10 年間の職員数の推移などをもとに、削減を前提として

推計し、その他の経費については、各項目の性格に応じ、過去の決算状況の推移や現

行の水準を基本として推計しました。 

 

    ３  財政フレーム 

        今後 10 年間の一般会計の総額を約○○○○億円と推計します。このうち、投資的経費

は約○○○億円、義務的経費及びその他経費は約○○○○億円です。 

        引き続き厳しい財政状況ですが、効率的な財政運営を行うことにより、毎年度の財政規

模は○○○億円程度が維持できるものと見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在、推計作業中。 

確定次第、掲載予定。 
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財政フレーム（一般会計ベース） 

 

区分 
  前期 

平成18～20年度

中期 

平成21～23年度

後期 

平成24～27年度 

合計 

平成18～27年度

歳入総額      

市税     
自主財源 

その他     
歳入 

依存財源      

歳出総額      

義務的経費      

投資的経費      
歳出 

その他経費      

 

 

 

  第３節  土地利用フレーム 

    １  土地利用フレームの考え方 

        土地は市民生活、産業経済活動の共通の基盤であり、限られた貴重な資源であることか

ら、その利用については、長期的な視野に立つとともに総合的かつ計画的に行う必要があ

ります。 

         

 

    ２  土地利用フレーム 

 

 

 

現在、検討中。 

確定次第、掲載予定。 
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第８章 分野別の目指す社会の姿 

    第 5次瀬戸市総合計画で瀬戸市は「自立し、助け合って、市民が力を発揮している社会」の
構築を目指しますが、それぞれの分野における目指す姿は以下のとおりです。 

 
  第１節  市民の健康と福祉            

      市民自らが生活の質の向上に努め、ともに助け合う社会の仕組みが整う中で、次世代を担
う子どもが健やかに生まれ育ち、地域での生活に生きがいと喜びを感じる健康で自立した市

民が多数いる社会。 
 
  第２節  市民の経済                  

      農業、工業、商業、サービス、観光それぞれの産業が発展することにより、市民が働く場
を確保でき、より豊かな生活を送ることができる社会。 

  
  第３節  市民の教育と文化            

      豊かな人間性と自ら学ぶ力のある子どもが育っている社会。 

       市民が自ら学び、お互いに学びあい、自己を高め、社会に貢献するとともに、男女がと
もに個性と能力を生かし、責任を分かち合い、あらゆる分野の活動に参画できる社会。また、

文化財が保存・継承されることにより、市民が郷土への誇りや愛着を持ち、市民による文化

活動が活発化している社会。 
  
  第４節  市民の安全                  

      市民が、自ら意識を高め、地域の消防防災・救急対応能力やいざという時の備えを強化す
ることにより、火災・地震等の災害や犯罪・事故に対して生命・財産の安全を感じることが

できる社会。 
 
  第５節  市民の生活基盤／都市の基盤 

      市民が、道路や水道、下水道など計画的に整備された都市基盤により、緑多い良好な住環

境のもと、安全に、安心で快適な生活を送っている社会。 

 
  第６節  市民の生活環境／都市の環境  

      市民、事業者、行政が一体となって環境の保全と向上に取り組み、豊かな自然環境と快適
な生活環境が守られている社会。 

 
  第７節  行政運営                

      市民・NPO・企業等ができることは任せ、自助･共助･公助の役割が明確化し、行政が本来の役割を
果たしている社会。そのために、行政は、市民に理解しやすい明確な目標を立て、より高い効率で、

より良いサービスを提供し、市民からより確かな信頼を獲得している。

現在、仮の記述。分野別市民委員会等における検討結果を記述。 
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第 ５ 次 瀬 戸 市 総 合 計 画  基 本 構 想 の 構 成

 

 

自
立
し
、
助
け
合
っ
て
、
市
民
が
力
を
発
揮
し
て
い
る
社
会 

重点戦略 

①
【
自
助
の
強
化
】
働
く
場
（
雇
用
）
が
あ
り
、
経
済
的
に
自
立
し
て
、
よ
り
豊
か
に
暮
せ
る
た
め
の
戦

略
。 

②
【
共
助
の
強
化
】
も
し
も
の
と
き
、
自
立
す
る
の
に
少
し
助
け
が
必
要
な
と
き
、
安
全
・
安
心
に
備
え

る
と
き
に
、
共
に
助
け
合
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
戦
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役割分担 

基本フレーム 

市民の役割 

○自立し、自分の目標に向けた
努力をする。 
○同時に社会に貢献し、お互い
に助け合う。 

行政の役割 

○市民の力を引き出す。～自
助・共助中心の社会の仕組み
に転換する～ 
○行政が担うべき分野にお
いて、効率的・効果的にその
責任を果たす。 

行政の基本方針 

①市民の力を引き出し、自

助・共助中心の社会の仕組

みに転換する。行政はその

転換を計画的に推進するこ

とを使命とし、優先する。

②市民・NPO・企業が実施主体

となることがふさわしいも

のについては、積極的に委

ねる。小さくて効率的な市

役所を目指す。 

③事後対策より事前の予防に

力を入れる。 

④施設は建設するより利活用

することに力を入れる。

目指す 

社会の姿 

①人口         ②財政        ③土地利用 

 
 
【目指す姿】 
農業、工業、商業、サービス、観光それぞれの産業が発展することにより、市民が働
く場を確保でき、より豊かな生活を送ることができる社会。 

分野２ 市民の経済 

 

【目指す姿】
豊かな人間性と自ら学ぶ力のある子どもが育っている社会。 
市民が自ら学び、お互いに学びあい、自己を高め、社会に貢献するとともに、男女が
ともに個性と能力を生かし、責任を分かち合い、あらゆる分野の活動に参画できる社
会。また、文化財が保存・継承されることにより、市民が郷土への誇りや愛着を持ち、
市民による文化活動が活発化している社会。 

分野３ 市民の教育と文化 

 
 【目指す姿】 
市民が、自ら意識を高め、地域の消防防災・救急対応能力やいざという時の備えを強
化することにより、火災・地震等の災害や犯罪・事故に対して生命・財産の安全を感
じることができる社会。 

分野４ 市民の安全 

 
 【目指す姿】 
市民が道路や水道、下水道など計画的に整備された都市基盤により、緑多い良好な住
環境のもと、安全に、安心で快適な生活を送っている社会。 

分野５ 市民の生活基盤/都市基盤 

 

【目指す姿】 
市民、事業者、行政が一体となって環境の保全と向上に取り組み、豊かな自然環境と
快適な生活環境が守られている社会。 

分野６ 市民の生活環境/都市の環境 

 
 【目指す姿】 
市民・NPO・企業等ができることは任せ、自助･共助･公助の役割が明確化し、行政が本来の役割
を果たしている社会。そのために、行政は、市民に理解しやすい明確な目標を立て、より高い効
率で、より良いサービスを提供し、市民からより確かな信頼を獲得している。 

分野７ 市民サービス 

 市民が安全に、安心して暮らしているまち 
＜安全･安心＞ 

人々が集い、賑わい、躍動するまち
＜交流＞ 

市民が生涯を通じて力を育み、活かすまち
＜学び＞ 

まちの姿 

 
 
【目指す姿】
市民自らが生活の質の向上に努め、ともに助け合う社会の仕組みが整う中で、次世代
を担う子どもが健やかに生まれ育ち、地域での生活に生きがいと喜びを感じる健康で
自立した市民が多数いる社会。 

分野１ 市民の健康と福祉 


